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中国のＩＴ革命とＩ革命
　今から10年前に私は北京に住んでいたが、その頃中国の電話事情はかなり悪かった。宿舎に一応電話はあったのだが、交換手が不在がちで、いつも電話が通じないとみんなから言われた。研究室の電話も最初の４カ月は不通で、その後も雑音がひどかった。（盗聴されていたのではなく単に接触が悪かったのだろう。）当時、一般家庭で電話を引くには年収に相当するぐらいの金がかかる上に、つてをたどって頼み込んだり、電話局の人を接待したりしなくてはならないと言われたものだ。
　中国政府もその頃までは電話の普及にそれほど熱心ではなかった。電話のような人民相互間のコミュニケーション手段が普及すれば、情報の統制が効かなくなり、共産党政権の維持に不利だとの見方が少なくとも1990年代初めぐらいまでは中国政府のなかにあった。電話に比べてテレビは政権から人民に向けて一方的な情報伝達ができるので、テレビの普及ばかりが進み、1990年の時点ではテレビの普及率は都市部59%（100世帯当たり台数）、農村部44%に達する一方、電話普及率はわずか1.1%（人口100人あたり台数）といういびつな状態になっていた。
　だが、今や電話事情は劇的に改善し、電話普及率は2001年には25%に達した。国全体での電話普及率は日本（117％）に比べればまだ低いが、都市部に限って言えば、日本の水準に追いつく日は近い。
　なかでも携帯電話は1995年以降年率85%もの勢いで増加している。北京など都市部では文字通り誰でも携帯電話を持っている。日本では持っていても使えない場所が多いが、中国では電車の中でも、レストランでも、会議中でもみんな遠慮なく使っている。携帯電話の加入者数は2001年には１億4500万人に達し、既にアメリカ（１億2700万人）、日本（7480万人）などを抜いて世界第１位になった（表１）。
　パソコンとインターネットの普及も急ピッチで進んでいる。中国のパソコン市場の規模は2001年時点で年750万台と、日本（1280万台）よりまだ小さいが、今の成長ぶりからすると数年のうちに日本並みの規模になるだろう。インターネットユーザーの数は3370万人と５年間で1000倍に拡大しており、総数で日本(5600万人)を抜くのも時間の問題だろう。
　このように、中国のＩＴ革命とは単に情報手段の変化にとどまらず、情報手段が無から有に転換するという情報革命（Ｉ革命）の側面をも伴っているのである。

生産拠点としての中国
　中国はITの巨大市場であると同時にITハードウェアの一大生産・輸出国ともなっている。例えば、中国の携帯電話加入者数は2002年に6000万人余り増加したが、同年の携帯電話の生産台数は１億1960万台にも及んでおり、国内需要を満たすのみならず、6315万台の輸出を記録した。世界全体の携帯電話新規加入者のおよそ半数は中国製携帯電話を買っているという計算になる。
　中国はカラーテレビなど各種家電製品の生産台数においても世界一の規模を誇っており、いまや単純に生産台数や輸出台数を比べた場合、日本と中国の間に大きな差がついてしまった（表２）。電子・情報機器は中国の最も重要な輸出品目となっており、2001年には650億ドルに達し、中国の輸出全体の24%を占めるに至った。

　電子・情報機器の一大輸出国として中国が台頭するにあたっては、外国企業の力を借りていることはいうまでもない。実際、電子・情報機器の輸出の79%が外資系企業によるものである。また、輸出の89%は「委託加工」ないし「加工貿易」と呼ばれる方式によるものであるが、これは要するに外国ブランドの製品を中国で組み立てて輸出している分である。つまり、中国は電子・情報機器の輸出国として台頭していると言っても、その主役は外国企業であって、中国から松下やソニー、サムスンのような企業が輩出して世界に向けて製品を輸出しているというわけではない。
　しかし、そうした世界的な企業に成長する可能性を持った企業がないわけではない。現に中国の国内市場では、名だたる外国企業を抑えて堂々とトップシェアをとっている地場企業が少なからず存在する。国内市場が成長しかつ規模も大きいので、地場企業は必ずしも海外展開に熱心ではないが、潜在的には十分海外に展開できる実力を持っている可能性がある。
　以下では電子・情報産業の中でもパソコン、携帯電話、テレビの分野に焦点を当てて、それぞれの市場の状況と、有力企業を紹介することとしたい。

パソコン市場の動態
　中国にパソコンが入ってきたのは1980年代のことで、最初はIBMやアップルのパソコンによって国内市場は占められた。
　ただ、1980年代半ば頃から、北京の大学町である中関村では輸入パソコンの販売やサービスに携わる中小企業が輩出してきた。1990年代になって、パソコンの互換化が進み、CPUやメモリやハードディスクなどを買ってきて組み合わせれば誰でもパソコンが組み立てられるような時代になると、従来、パソコンの販売・サービスに従事していた企業が自らパソコンの生産にも乗り出すようになった。そのようにして誕生したパソコンメーカーである連想（Legend）、北大方正(Founder)、清華同方などが今やIBMやDellを抑えて中国のパソコン市場の上位を占めている（表３参照）。
　なかでも連想集団は1996年以降中国のパソコン市場で連続して第一位を占めており、今や中国のみならず日本を除くアジア太平洋地域で最大のパソコンメーカーである。連想は1984年に国家の研究機関である中国科学院計算技術研究所から11人の職員が独立して設立された。いかにも研究機関で開発した技術を産業化するために設立されたベンチャー企業のように見えるが、実は、研究所の余剰人員に商売でもさせて自活させようとした、という方が実態に近いようだ。実際、最初はテレビからローラースケートまでいろんな商売に手を出して失敗した。1985年には計算技術研究所から実績ある研究者を主任エンジニアとして迎え入れて「連想漢字カード」（輸入パソコンに装着して中国語での入力を可能にするカード）を開発したところから連想の発展が始まる。米AST社や東芝とパソコンの代理店契約を結んで、先進国企業の販売ノウハウを吸収する一方、マザーボードの輸出向け生産にも従事した。こうしてマーケティングや生産の経験を積んだ上で1990年から自社ブランドのパソコンの生産を始めた。
　連想は設立時に中国科学院が若干の資金を提供したことから、形式上は国有企業であったが、実質的には経営は中国科学院から完全に独立している。2001年に経営の実態に合わせて民営化を行い、今は国家（中国科学院）が65%、従業員持株会が35%を所有する企業に改組された。
　パソコン市場第２位の北大方正も、スタートのしかたは連想と似ている。同社は1985年に北京大学の数人の教員が始めた会社で、最初は雑多な商売や輸入パソコンの販売に従事した。ただ、途中から北大方正は北京大学の技術を産業化するための会社として位置づけられるようになり、1988年には北京大学計算機科学技術研究所が開発したレーザー式写植機の技術が北大方正に移転された。それ以来、写植機や中国語電算写植システム（DTP）が北大方正の事業の柱となり、今では中国語DTPの分野では中国語圏で80%のシェアを握っている。

　また、北大方正も連想と同様に漢字カードの製造販売とアメリカのパソコンの販売代理業務を経て、1995年に自社ブランドのパソコンの製造販売に乗り出し、今日では連想に次ぐ中国第２位のパソコンメーカーにもなっている。北京大学との密接な関係は、写植機の成功という果実を北大方正にもたらしたが、他方で経営の自立性という点ではマイナスに働いた。北大方正と北京大学の間では利益分配や技術開発を巡る紛争が繰り返され、その都度経営陣が更迭された。
　その点、連想は経営においても開発においても中国科学院から独立しているので、市場で売れるものを開発して生産するという姿勢に徹することができた。ただ、連想が今後もパソコン市場のトップに君臨し続けることができるかどうかは予断を許さない。パソコン市場が急拡大しているために、マンションメーカーのような企業が次々と参入してくる。デスクトップパソコンであればアマチュアでも部品を買ってきて組み立てることができる。アマチュアやマンションメーカーの場合、ソフトはたいてい違法コピーするので、連想など大手のパソコンよりかえって割安になる。連想のパソコンが割高であっても売れているのは、大手企業だから、故障して修理してもらおうとするときにはもう会社がなかったなんてことはないだろうという、いわば「安心を買う」側面があるからである。連想ら大手企業が技術面でマンションメーカーが及びもつかないような実力をつけるまで、中国のデスクトップパソコン市場では、無数のメーカーによる激しい競争が続くだろう。
　なお、中国のデスクトップパソコン市場で日本企業の製品を見かけることはまずないが、ノート型パソコンでは東芝やソニーの製品がある程度売れている。ノート型パソコンにおいては日本企業と中国企業との間の技術的な隔たりはまだ大きく、今後日本企業の力を入れ方次第では販売拡大のチャンスがある。
携帯電話市場の動態
　中国の移動電話の加入者数は毎年6000万人前後の勢いで増加しており、携帯電話機や交換機などに対する膨大な需要が発生している。携帯電話がアナログ方式だった頃にはモトローラが高いシェアを占めていたが、中国が欧州と同じGSM方式を採用するに及んで、ノキア、シーメンス、エリクソンなど欧州勢がのし上がってきた。現在、欧米企業の中国現地法人が市場の８割前後を占めている。
　激しい勢いで成長している移動通信市場がこのように外資系企業によって占められてしまうことに懸念を強めた中国政府は1999年に民族系企業に対して財政資金の投入も含めた積極的テコ入れを行う一方、外資の出資比率を規制し、輸出を義務づける政策をとった。その結果、国内ブランドのシェアは1998年のゼロから2001年20%を超えるまでになった。外資系企業による携帯電話輸出も増え、生産台数に占める輸出の比率は1998年の4.4%から54.3％に上昇した。

　2001年にWTOに加盟した後は、このような余りにも露骨な民族系企業支援策は採りにくいが、それでも、中国政府は研究開発に対する補助金や通信方式における独自標準の採用など様々な手段を通じて民族系企業のシェア引き上げを図っていくだろう。
　欧米系企業と中国企業の狭間にあって、日系企業のシェアは進出している全企業を合わせても5%に届かず、出遅れの感が強い。今後、第３世代に移行するにつれ、多機能を武器とする日系企業にもシェア拡大のチャンスが生まれるだろうが、中国の携帯電話ユーザーはとりあえずふつうに通話できればよい、という考えの人が多いように見受けられる。果たして日本製品が市場で評価されるかどうかは心もとない。
テレビ市場の動態

　中国におけるテレビの本格的普及は1980年代になって始まった。中国政府は輸入や外国企業の進出を制限して、国有企業にテレビ生産を担わせる政策を採り、各地の企業が日本から生産ラインを導入してテレビ生産を始めた。テレビ部品の国産化も進められ、日本企業は技術輸出や直接投資の形で貢献した。
　当時日本製テレビは中国の市民の間で高い人気を誇り、中国国内ではなかなか入手できないので、日本視察の機会を得た人が必ずと言っていいほどテレビを買って帰った。さらに、1990年代初めには日本のテレビが大量に密輸されて中国市場に流入した。
　ようやく1990年代半ば頃から外国企業によるテレビの現地生産が認められるようになり、日本各社が中国に殺到したことは言うまでもない。ところが、日本企業のテレビの市場シェアはそれを機に上がるどころかかえって下がってしまった。というのも、90年代初頭に始まった市場競争のなかで力をつけてきた地場企業が低価格を武器に市場シェアをどんどん拡大したからである。なかでも業界上位に立っているのが長虹、TCL、康佳の３社である。

　長虹は1950年代に設立された四川省の国有企業で1970年代にテレビの生産を始めた。国有企業でありながら、経営者の強いリーダーシップのもと、国の統制を無視して勝手に値下げ競争を始めるなど先手必勝の戦略をとってきた。1990年代に入るとテレビの生産能力を徹底して拡大する戦略を追求し、98年には900万台を超える生産台数を記録したが、これが裏目に出て、その後は大量の在庫に苦しんだ。
　TCLは広東省恵州市が設立した国有企業で、最初はカセットテープの生産や密輸などにも従事したのち、電話機の生産で成功した。テレビ生産に参入したのは1993年と比較的新しいが、そこから急速に伸びた。松下電器と戦略提携を行ったことでも注目される。

　中国のテレビ市場は多数の地場メーカーと外資系企業による値下げ競争が展開されており、各社とも利潤率は低い。国内市場が厳しいことから輸出に活路を見いだそうとする企業も多く、すでにOEMの形ではかなりの輸出が行われている。今後、自社ブランドでの輸出や海外進出に取り組む地場メーカーも増えてくるだろう。
　電子・情報産業において、中国は市場規模、生産規模、輸出規模のすべてで既に世界一になっているか、あるいはなりつつある。その展開はきわめてダイナミックであり、目を離すことができない。日本企業は今のところテレビにしても、携帯電話にしても、部品のサプライヤーとしての存在感は大きいが、最終製品でのシェアは低いのが寂しいところである。もともと電子・情報産業において世界に冠たる技術を持っている日本企業にとって、隣国で大きな市場が育ちつつあることはチャンスでないはずがない。新しく中国市場に挑戦する気持ちで、最新最良の製品を投入するなど本腰を入れて取り組めば、中国市場を糧として日本の電機産業が再生することも夢ではないと思われる。
